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航空機の脱炭素化に向けた支援事業

資料２



2030202920282027202620252024202320222021
航空機エンジン向け材料開発・評価システム基盤整備

GI基金／電力制御、熱・エアマネジメントシステム技術開発 2026年度予算 約23.8億円

Kプロ/航空機の設計・製造・認証等のデジタル技術を用いた開発製造プロセス高度化技術の開発・実証
2026年度予算 約23億円

Kプロ/航空機エンジン向け先進材料技術の開発・実証 2026年度予算 約6.9億円

航空機向け革新的推進システム開発事業
2026年度予算 約12.5億円

次世代空モビリティの社会実装に向けた実現プロジェクト 2026年度予算 約28億円

Kプロ/高高度無人機による海洋状況把握技術の開発・実証 2026年度契約見込 約37.4億円

Kプロ/小型無人機の自律制御・分散制御技術 2026年度契約見込 約21.4億円

Kプロ/長距離物資輸送用無人航空機技術の開発・実証 2026年度契約見込 約15.2憶円

航空機向け革新複合材共通基盤技術開発事業 2026年度予算 約13億円

2026年度予算総額 ： 約270億円
（航空分野）

※Kプロ：経済安全保障技術育成プログラム ※GI ：グリーンイノベーション基金事業

次世代航空機向け静脈産業構築事業 2026年度予算 約5.7億円

航空・宇宙部(航空分野) 所管プロジェクト全体図

軽量化・効率化

電動化

水素

アンモニア

航空DX

ドローン関連

GI基金／水素航空機向けコア技術開発 2026年度予算 約24.4億円

GI基金／水素燃料電池電動推進システム技術開発 2026年度予算 約31.5億円

GI基金／水素燃料電池コア技術開発 2026年度予算 約6.7億円

GI基金／航空機主要構造部品の複雑形状・飛躍的軽量化開発 2026年度予算 約6.9億円

アンモニア燃焼ハイブリッド航空推進システムの検討
2026年度予算 約0.5億円

2026年度事業数 ： 10事業
（航空分野）



航空機向け革新的推進システム開発事業（超電導回転機）

【事業期間】2024～2026年度

航空機の電動化の鍵となる超電導技術を、次世代航空機に向けて、世界に先駆けて開発する。2050
年カーボンニュートラルに向けて、将来的な日本の勝ち筋の一つである、大型電動推進航空機を開発す
るため、不可欠である超電導推進システム（発電機、インバータ、ケーブル、モータ等）について研究開
発し、実証試験を実施する。

概要

航空機搭載イメージ図

次世代機

次期航空機：細胴機・広胴機

事業イメージ（全体像）

超電導モータ（極低温）常電動モータ（常温）

重量増・巨大化 軽量化・低（ゼロ）エミッション・低騒音
ただし、冷却が必要

電動化

開発スケジュール

*2)   BWB： Blended Wing Body

実施者：九州大学、産総研、名古屋大学、SWCC
Faraday Factory Japan、デロイト

出典：NEDO高効率かつ高出力電動推進システムプロジェクト
九州大学 技術推進委員会資料

出典：NEDO航空機向け革新的推進システム開発事業
デロイトトーマツ 技術推進委員会資料



概要

事業イメージ（全体像）

【事業期間】2024～2026年度

開発スケジュール

水素燃料やSAFに頼らない、我が国独自のア
ンモニア燃焼技術（NOx発生を抑制した二
段燃焼方式）を用いた新たなハイブリッド電動
航空機の実現可能性の検証を行う。

二段階燃焼技術を航空用エンジンに適用

電動モーターとのハイブリッ
ド化で火炎安定とNOx
排出低減を目指す

2027202620252024

アンモニアハイブ
リッド航空機の
概念検討

アンモニアハイブ
リッド推進シス
テムの研究開
発

航空用アンモニ
ア燃焼器の基
礎研究

終了時
評価評価時期

アンモニアハイブリッド電動
推進システムシミュレーショ

ンの研究

アンモニア旋回流火炎の研究

アンモニアハイブリッドリージョナル航
空機の概念検討

アンモニアガスタービン推進シ
ステムシミュレーションの研究

空港
周辺イ
ンフラ
調査

アンモニア燃料を使用した航空用ガスタービン
燃焼器の概念設計

高温高圧アンモニア自着火の研究

アンモニア反応モデルの研究

脱炭素社会の実現に向けて、アンモニアガスタービンによるハイブリッド電動航空機の実現可能性について検討を行う。
本ハイブリット航空機の全機概念検討を行うにあたり、シミュレーションによる推進システムの性能評価を行うが、その際に
必要になる、アンモニア燃焼時の化学反応モデル（燃焼特性、着火時間遅れ、燃焼時に発生する化学種等）を構築
し、燃焼器の概念検討に反映した上で、研究開発を進める。またアンモニアを航空燃料として使用する際に、空港インフ
ラへ与える影響を調査し、全機概念検討へ反映する。

SAF : Sustainable Aviation Fuel 持続可能な航空燃料、NOx：Nitrogen Oxides 窒素酸化物の総称

NEDO先導研究－アンモニア燃焼ハイブリッド航空推進システムの検討

実施者：東北大学、三菱重工航空エンジン、広島大学

出典：国立大学法人東北大学

出典：三菱重工航空エンジン株式会社旋回流燃焼器での
アンモニア火炎

旋回流中に保炎され
たアンモニア空気火
炎の３次元 計算



航空機の設計・製造・認証等のデジタル技術を用いた開発製造プロセス高度化技術の開発・実証
（Kプロ/航空DX）

日本の航空機産業の国際競争力の向上のために、航空機の設計・製造・認証などにMBSEなどのデジタル技術を
活用した開発製造プロセス高度化技術の開発・実証を実施する。
脱炭素化を実現する次世代航空機に加え、空飛ぶクルマ、自動車、船舶、宇宙機など他分野の開発製造プロセス
構築への知見を獲得し、将来の活用を目指す。

概要
【事業期間】2023～2027年度

出典：国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構

20272026202520242023

設計DX

認証DX

生産DX

開発製造
プロセスの
統合

ｽﾃｰｼﾞｹﾞｰﾄ
時期

システムモデル/
ツールの構築 検証、

ガイド
ライン
作成機体システムから

コンポーネントまでの
連携技術の構築

システムモデル/
ツールの構築

フレームワーク構
築

CPの
SysML
モデル化

V&V計画策定/実行、
Validationデータ取得、

Cbaツール確立、
ガイドライン作成

模擬審査、
ガイドライン改良、
Cbaツール確立

試作/検証プロセス構築 次世代航空機を
想定した実証

要件定義 プラットフォーム構築

先進デジタル技術の確立
プロセス統合及び
プラットフォーム上

での実証

事業イメージ（全体像）

CbA : Certification by Analysis 実機を用いずにデジタル上の分析により行う安全性認証

国内航空機関連企業をプラットフォーム上で連携
バーチャルSuper Tier1という集合体としてOEMと連携

設計DX、生産DX、認証DXに関する研究開発
開発製造プロセスの統合（DXプラットフォーム）・共同開発実証

開発スケジュール
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グリーンイノベーション基金事業/次世代航空機の開発
研究開発項目１：水素航空機向けコア技術開発
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グリーンイノベーション基金事業/次世代航空機の開発
研究開発項目２：航空機主要構造部品の複雑形状・飛躍的軽量化開発
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グリーンイノベーション基金事業/次世代航空機の開発
研究開発項目３：液体水素燃料を用いた燃料電池電動推進システムとコア技術開発

①水素燃料電池電動推進システム技術開発
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グリーンイノベーション基金事業/次世代航空機の開発
研究開発項目３：液体水素燃料を用いた燃料電池電動推進システムとコア技術開発

②水素燃料電池コア技術開発
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グリーンイノベーション基金事業/次世代航空機の開発
研究開発項目４：電力制御、熱・エアマネジメントシステム技術開発



航空機エンジン向け材料開発・評価システム基盤整備事業

近年の世界的なCO2排出量削減の動向を受け、各航空会社はより燃費のよい旅客機の導入を進めている。本事業
では、航空機の燃費改善や環境適合性向上の要請に応えるため、以下３つの課題に取り組む。

【事業期間】2021～2025年度 【予算】2025年度 7.0億円
概要

① 量産化を志向した航空機エンジン部品の設計・製造プロセス（特に鍛造プロセス）を効率化・高度化する
② 人工知能（AI）、マテリアルズ・インフォマティクスなどの情報科学を活用した、航空機エンジン向け高機能材

料に必要なデータ駆動型の合金探索システムおよび国産材料を開発する
③ 国産材料の競争力強化に向け、関連企業や研究機関などと連携し、航空機用エンジンに関する材料データ

の蓄積や強度評価、性能評価などに必要なデータベースを構築する

事業イメージ（全体像） 主な研究開発内容

PL:東京工科大学 榎 学 教授
<実施者>
研究開発項目1：㈱プロテリアル
研究開発項目2：JX金属㈱、JRCM
研究開発項目3：NIMS、川崎重工業㈱、㈱IHI、三菱重工航空エンジン㈱、

㈱本田技術研究所、 ㈱共和プリサイスマニファクチュアリング

実施体制
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航空機向け革新複合材共通基盤技術開発事業

2035年頃が想定される次期単通路機市場に向けて、機体OEMが要求する高レート生産に対応した
CFRP(Carbon Fiber Reinforced Plastics)の成形プロセスの最適化を実現するため、成形プロセス解析ツール
の確立および認証等に必要な安全基準への適合性を証明するデータ取得に向けた基盤技術を整える。

【事業期間】2025～2029年度 【予算】2025年度 3.0億円
概要

研究開発項目：CFRPの高レート成形プロセス解析および材料・生産技術開発
A) 高レート成形プロセス解析技術開発

CFRPの高レート成形プロセスのメカニズムを解析し、認証等に必要な安全基準への適合を証明する論理を構築するための高レート成形
プロセス解析ツールを開発する。そのツールについては、CFRPの試作を通じて検証し有効性を確認する。

B) 適用性検討・生産技術開発
高レート成形プロセスにより、認証等に必要な安全基準への適合性を証明するデータを取得し成形に関する材料認証共通データベースを
構築する。

事業イメージ（全体像）

主な研究開発内容

実施体制
20292028202720262025

研究開発項目:
CFRPの高レート成形プロ
セス解析および材料・生産
技術開発

中間
評価

評価時期

<実施者>
国立大学法人東北大学

11



経済安全保障重要技術育成プログラム/
航空機エンジン向け先進材料技術の開発・実証

研究開発項目1：1,400℃級CMC材料の製造・量産技術開発
① SiC繊維への界面コーティング技術の開発

・繊維界面の品質要求を設定し 、界面の検査手法を確立
したうえで界面コーティング繊維として規格化

② CMCの高速製造技術の開発
・検査時間：従来の1/10を実現
・界面コーティングの施工歩留まり：90%以上を達成

③ CMCの高速加工 ・検査 技術の開発
・現状の10倍の生産性向上に目処
・検査結果の判定を含めた非破壊検査工程の実証実施

④ 低コスト耐環境コーティング施工技術の開発
・EBC:金属部品で適用されているThermal Barrier 
Coating(TBC)並みの生産性を確保

【事業期間】2023～2027年度 【予算総額】 50億円

概要
軽量かつ高い耐熱性を有するセラミックス複合材(CMC)は航空機エンジンの高温･高圧部に適用(※)することにより、
燃費･性能を大きく向上させるゲームチェンジ技術として注目されている。実際のエンジンへの適用に向けた取組を進め、
エンジンの重要な箇所において戦略的不可欠性を獲得することは、経済安全保障上の意義が大きい。
我が国が有する世界最高性能の1,400℃級のCMCの技術を用いて、これまで参入できていなかった高温･高圧部への
参画を果たすべく、革新的な生産性を実現する製造技術開発を行うともに、認証取得に向けた評価プロセスの実証を
行う。また、近年のジェットエンジンにおいて問題となっている溶融した砂による腐食(CMAS腐食)に対して、優れた性能
を示す耐環境コーティング(EBC:Environmental Barrier Coating )の施工技術の開発も行う。
※現在は、ニッケル基超合金(耐熱1,100℃）を使用している(要冷却空気→効率悪)。

研究開発項目2：
材料認証取得に向けた評価プロセスの実証
① CMCの材料規格・工程規格制定と材料データベース構築
・統計的手法に基づいた設計許容値を確定
② CMCの要素試験および解析技術開発
・国内において材料試験を完了

主な研究開発内容

実施体制
PL:東北大学 岡部 朋永 教授
<実施者>
(株)IHI、JAXA、UBE(株)
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脱炭素社会実現に向けた省エネルギー技術の研究開発・社会実装促進プログラム

電動航空機推進用高出力密度モータ及びコントローラの開発①

航空機産業における脱炭素・省エネルギー目標達成は必須であり推進機構の電動化は最も有効な手段である。機体メーカ・エンジン
メーカの要求に応えられる耐空性仕様の高出力密度化モータ・システムは、世界でもトップメーカのみが対応出来る差別化製品であり、日
本の技術力向上に貢献出来る。
航空機のジェットエンジンが上空でまき散らすCO2の排出削減を果たすため既存エンジンの電動化により燃料の消費削減を目指すもの

である。まずは小型機の電動化により耐空性高出力密度モータの実績をつけ将来的には旅客機への搭載を目指す。

背景・概要

事業体制

事業期間

助成事業者：シンフォニアテクノロジー株式会社
共同研究先：国立大学法人東海国立大学機構名古屋大学

実用化：2022～2026年度 実証：2027年度～2029年度

開発ポイント
国際標準に適合した耐空性仕様の大出力・小型軽量化を実
現するため、モータの高磁束密度化、コイル冷却効果向上、高
高度環境下での絶縁性向上、コントローラのEMI対策としてノイ
ズ低減技術の向上を目指す。

事業イメージ 見込まれる成果
現在の化石燃料由来のエンジンの電動ハイブ
リッド化により10%の燃費削減効果が見込ま
れる。2030年代半ば以後、日本上空を飛来
する旅客機の15%が当社開発のモータ・シス
テムを搭載することを目指す。

省エネ効果量（国内）
(原油換算）
2040年 11.6万ｋL／年

＜高出力密度モータの開発＞
小型軽量化＆耐空性環境対応
・新ステータ内冷構造
・コア外径の大口径化
・高磁束ネオジム磁石採用
・シャフト材金属複合材採用
・ロータ冷却の空冷化

出力密度５kw/kgを実現
＜高出力密度コントローラの開発＞
耐空性環境対応＆高密度化対応
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脱炭素社会実現に向けた省エネルギー技術の研究開発・社会実装促進プログラム

電動航空機推進用高出力密度モータ及びコントローラの開発

開発ロードマップ

システムイメージ
＜モータ外観図＞ ＜コントローラ外観図＞


